
事業概要

平成25年度予算
○○百万円

平成27年度要求額
億円環境に配慮した再生可能エネルギー導入のための情報整備事業

事業目的・概要等

平成30年度予算（案）
800百万円（新規）

背景・目的

 再エネの導入と適切な環境配慮を両立させるために、事業

者や地方公共団体等が、そのポテンシャルや環境に関する

情報を正確に把握できるようにすることが必要不可欠。

 特に、今後の拡大が期待される洋上風力発電については、

一般海域における導入促進に向け、海域利用のルール化の

検討が政府で進められていることも踏まえ（平成29年4月

「再生可能エネルギー導入拡大に向けた関係府省庁連携ア

クションプラン」）、利用ルールを適切に運用し、ポテン

シャルの大きい海域で、環境や地元と調和させながら導入

を促進するため、海域の再エネポテンシャルや環境情報を

正しく把握することが必要不可欠。

 これらの情報を収集して一元的なデータベースとして整備

し、広く提供することで、事業者や地方公共団体による再

エネの計画的導入を推進する。

期待される効果

 再エネの導入・普及に必要な情報を一元的なデータベースとして構築
することで、地方公共団体による計画的な導入や事業者による個別事
業の実施における環境配慮を促すとともに、地域における理解促進に
も貢献し、事業のリスク低減が図られる。

 これにより、環境配慮を確保した上での再エネの導入円滑化に資する。

（１）再エネのポテンシャルに関する情報の収集・整理
（２）再エネに係る環境配慮の確保に必要な環境基礎情報

（植生・海鳥・藻場・海生生物等）の調査等
（３）これらの情報を提供する一元的なデータベースの整備・運用
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・効果的なデータベース
の構成等を検討

・既存のシステムを活用しつつ、
効果的な情報提供に向け改訂

委託先（民間事業者）
・環境情報等を効果的に
搭載する構成等を検討

・環境情報等を一元的に搭載し、
効果的な情報提供を行うシステ
ム構成の検討結果 等
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・調査結果や有効な調査手法等
の報告

・課題等の整理 等

委託先（民間事業者）
・環境調査の実施
・調査手法等の開発
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国
(検討主体)

情報整備の内容等を検討 ・収集・整理された環境情報を、
適宜データベースに収録・公表

・活用実態
等に応じ
て更新


